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仕事と職場のストレス

第4回職場ストレツサーの成立
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本論は.麓場ストレッサーの成立に関わる条件を心理学

的視点から考察しようとするものである.本論では先ず,

心理ストレスモデルの構成要因を職場に限定して同定し,続

いて職場ストレッサーをその持競時間の長短によって二分す

るJU後に業桂業態の異なる2つの企業従業員を対象とした2

種類の職場ストレッサーの調査結果によって,職場ストレッ

サーの成立要素に言及する.なお,調査対象となった2つの

企業従業員の約15%(1170人)に対しては,調査結果に基づく

半構造化面接が筆者らによって実施済みであるが,その内容

は紙幅の制限から割愛した.

1.心理ストレス研究における職場ストレッサー

心理学的ストレス研究の多くは,[環境・刺激]-[評定]

-[対処方略(コ-ビング)]-[ストレス反応]の4要因か

らなる心理ストレスモデルと呼ばれる研究図式に準拠して展

間される.この図式を職場に限定して解説すると4つの要因

は以下のような特徴を持つことになろう.

環境・刺激:就業状況および就業に関連する体験が該当

する.就業状況とは,比較的持続性のある就業特徴であっ

て,「役割の不明瞭な立場」「部下に対する責任」「能力に

余る業務」などが,また,就業に関連する体験とは,持続

性の少ない一過性のイベントであって,「転勤」「同僚との

トラブル」「新規事業の開始」などが,それぞれ該当する.

詳ili従業flが就業状況ないし体験に関し,それらが自

身にとってイI--Jfか否かを評定する機能.有害と評定された

托業状況ないし作放だけがストレッサーとなる.評定の機

能には.次の安素が特に強く影響する:1)従業員が所属

する企業の業位・業態.従業flの職種・職位・資格・性別

などの属性.2)瑞性に特有な易傷性・傷つき易さ・ヴァ

ルネラビリティ.

対処方略:ストレッサーに対処するために従業員が用い

る方略.ストレッサーの算-Fl-*11Lに応じて用いられる方略は

変化する.対処方略に成功すれば,ストレス反応は減少な

いし消滅する.

ストレス反応:抑うつ感を中心とした心理的水準の職場

不適応状態.

上述のような観点から職場ストレッサーを捉えれば,就

業状況と就業に由来する体験とは業種・業態によって異な

るし,評定も従業員の性別・職位・年齢などの属性によっ

て異なるから,必然的に職場ストレッサーは,大きくは企業

ごとに,細部に渡っては属性ごとに異なることが想定される.
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2.慢性型職場ストレッサーとイベント型職場ストレッサー

就業に関連する環境ないし刺激が,比較的持続的な就業

状況と就業に関連する一過性体験(イベント)とに二分さ

れることは先に1.に於いて述べたとおりである.この様

に,就業関連の環境と刺激がその持続時間の長短によって

二つに分けられるとすれば,必然的に職場ストレッサーも,

持鏡的な就業状況に由来する「慢性型職場ストレッサー」

と一過性の就業体験に由来する「イベント型職場ストレッ

サー」とに分けられることになる.

Turner　& 1Theaton　は,ライフイベント型ストレッサ

ーを他の慢性型ストレッサーから区別する条件として次の

3点を挙げている. 1)独立的な事象であること, 2)原則

として観察可能なこと, 3)持競期間が限定できること.

同様な条件の指摘は　Pratt & Barling21, Eckenrode ,

Werbel41等多数がなされているが,これらの定義を概観し

てイベント型ストレッサーを定義すれば,以下のようにな

ろう.すなわち「イベント型ストレッサーは,第3者から

も観察可能な事象であって,その事象の生起から終結まで

の時間経過はきわめて短く,しかも生起と終結は明確に同

定することが出来る.」他方,慢性型ストレッサーの定義

もEckenrode3', Guralnik5), Werbel4'などによってされて

おり,これらを集約すると以下のようになる.すなわち

「慢性型ストレッサーは,環境からの持続的で反復的ない

つ終わるとも知れない要請であって,その要請が生起した

時期を明確に同定することが出来ない.」

Turnerら1)は, 1)二種類のストレッサーはそれぞれ異

なる原因から発生すること, 2)二種類のストレッサー問

に因果関係が想定されたとしても,それは単に見かけ上の

ものでしかないこと,の2点を事例から明らかにし, 2種

類は別個に扱うべきだとしている. Turnerらの指摘以降,

今日の職場ストレス研究では, 1)職場ストレッサーはイ

ベント型と通性型とに大きく2分できること, 2)イベント

型は慢性型を生起させる契機となったとしても慢性型の原

因とはなり得ないこと,の2点で一応の合意が得られてい

るようである.

3.職場ストレッサーの企業間・年代問比較

筆者がカウンセリングルームを主宰する3つ企業から業

種・業態の異なるA, B2つの企業を選び,慢性型職場ス

トレッサーとイベント型職場ストレッサーとを2つの企業

間,および従業員の2つの年代間(40歳未満, 40歳以上)

で比較した結果を以下に紹介しよう.なお,慢性型職場ス

トレッサーには筆者らが作成した職場ストレススケール

(jssrのストレッサー4尺度28項目を,イベント型職場

ストレッサーには筆者らが開発中のジョブイベントチェッ

クリスト(JEC)'の40項目を,それぞれも用いた.選ばれ

たA, B2つの企業は相互に相反する次の特徴を持つ.企

業A:国内第3位にランクされる自動車メーカーの研究

所.従業員数約8000人,平均年齢35.6歳,労組あり.プロ
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ジェクトチーム制就業形態をとり,職位階層はエンジニ

ア・アシスタントチーフエンジニア・チーフエンジニアの

3階層.同メーカーは1999年現在,創業以来の高収益を2

年間に渡り記録しつつある.調査時期(1998.5-ll)は,

労組との労働協約によって残業時問延長・休日買い上げに

よる特別勤務態が終了した直後であった.企業B :土木建

設業,国内第5位にランクされる.従業員数約8000人,平

均年齢44.5歳,労組なし.事業本部制就業形態をとり,職

位階層は一般から本部長までの9階層.同社は約6700位円

の有利子負債により,過去2年間に約2000人の人員削減,

早期退職の奨励,給与賞与の大幅減額,関係金融機関から

の役員移籍などを実施している.調査時期(1998.10-99.3)

は,人事制度を大幅に変更し年俸制と早1那US*別度を導入

した約6ケ月後であった.

慢性型職場ストレッサー: JSSの-lつのストレッサー下

位尺度(役割不明瞭,'能力欠如.過度の圧迫,過F空の負担)

28項目を用い, A社4487名(平均年齢36.2歳, SD - 7.01),

B社1825名(平均年齢39.6歳, SD- 9.ll)のツl性(牀某Li

に実施した.企業(Å杜, B杜)と年齢(40歳未満, 10歳

以上)を要因としストレッサー尺度n点を従属変敦とする

2要因配置分散分析を行ったところ,いずれのストレッサ

ーに関しても,企業と年代の交互作用が有意または有意傾

向で認められ,以下の諸点が明らかになった.すなわち.

ストレッサーの総童は両社とも40歳未満が40歳以上より

多く,就業を通して若年層が負担を強く自'itする一般的傾

向と一致した.また,質的ストレッサー(役割の不明瞭,

能力の不足)は40歳未満に多く,量的ストレッサー(過度

の負担,過度の圧迫)は40歳以上に多かったが,この結果

も,若年層従業員は質的負担が高いのに反し,中高年層従

業員は畳的負担が高い,とする従来からの筆者らの調査結

果と一致するものであった.しかし,両社間の比較では,

B社と比べ相対的に優良企業であるA社の慢性型職場スト

レッサーが多いこと,および40歳未満の従業員の星的スト

レッサーがB杜よりA社に多いことが明らかになった.前

者は,企業業績の高低よりも業種.就業形態によって慢性

型職場ストレッサーの総量は異なることを示唆し,後者は,

40歳未満の就業形態がA杜とB社で異なることを示すもの

である.特に後者は, A社におけるプロジェクト制就業形

態と職位階層の簡略化によって, 40歳未満A社従業員は若

年でありながら責任の重い業務を担当しているためと考え

られる.

イベント型職場ストレッサー: 1EC40項目を男性従業員

A社777名(平均年齢35.7歳, SD-6.94), B社646名(辛

均年齢33.2歳, SD-7.38)に実施した.企業(A社, B社)

と年齢(40歳未満, 40歳以上)を要因とし40項目それぞ

れのイベントの体験率を従属変数とする2要因配置分散分

析を行ったところ, 17項目のイベントで企業の主効果, ll

項目で年代の主効果, 16項目で交互作用が,それぞれ有意

または有意傾向を示した結果,イベント体験率はA社より
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B社が, 40歳以上より40歳未満がそれぞれ高いことが明ら

かになった.ところで, JECには40項目中8項目のネガテ

ィブイベント(降格,収入減少,仕事の失敗,上司とのト

ラブル,部下とのトラブル,同僚とのトラブル,労災事故,

休職)が含まれる.これらネガティブイベントの体験数は,

A社が従業員平均0.60なのに比べB社では1.35,特に40歳

以上はB社が1.46であるのに比べA社は0.54, 40歳未満は

A社が0.65であるがB社は1.23であった.この様に,ネガ

ティブイベントの体験数は,いずれにも有意な差を持って

B社の従業員に多いことが明らかになった.

先に紹介したA, B両社の特徴を次のように表現すると

しよう. A社:高収益の労組ありの企業.プロジェクト制

と3階層の職別度によって従業員個々の役割が不確定的で

しかもsi繁に変化する. B社:倒産の危険性が高い労組な

しの企業.事業本部別と細分化した職位制度によって従業

fl個々の役割が限定的に定められている.両社に見られる

これらの違いは,慢性型職場ストレッサーの総量とイベン

ト型fl域ストレッサーの体験率を規定し,就業形態が堅固

なほど†望性型・イベント型共にストレッサーは少ない.一

方,業態の好調不調と労組の有無はイベント型職場ストレ

ッサーのネガティブイベント体験率を規定し,業態が不調

で労組を持たない就業状況はネガティブイベント型職場ス

トレッサーの体験を増加させ,その傾向は40歳以上で顕著

となる.この様に,職場ストレッサーを慢性型とイベント

型に二分し,さらにイベント型ストレッサーの内容を吟味

することによって,職場特徴と従業員属性とに固有のスト

レッサーを明らかにすることが出来るのである.
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